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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第１四半期
連結累計期間

第66期
第１四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 18,624 21,531 91,351

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△484 △152 152

四半期（当期）純損失（△）

（百万円）
△562 △245 △244

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△553 △75 △192

純資産額（百万円） 17,504 17,670 17,865

総資産額（百万円） 60,079 59,545 65,015

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△17.36 △5.19 △5.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 29.1 29.7 27.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第65期第１四半期連結累計期間、第66期第１四半期連結累計期間並びに第65期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額は、潜在株式は存在しますが、四半期（当期）純損失が計上されているため記載

しておりません。

４．１株当たり四半期（当期）純損失金額は、普通株式によるものです。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、金融政策や経済対策の効果、輸出環境の改善などを背景に景気

の回復局面に入ったと思われますが、未だくすぶる欧州信用不安、中国経済の行方や米国の財政・金融政策運営など

の不透明な問題が存在し、先行きが読めない状況が続いております。

建設業界におきましては、東日本大震災から２年以上が経過し、復旧・復興等の公共投資への取り組みが徐々に本

格化する中、民間工事の発注も増えるなど建設市場も明るい兆しが見えてきております。また、今後、国土強靱化政策

を反映した建設投資が更に増加するものと思われますが、企業間の受注獲得競争が続いており、人手不足による労務

費と原材料費を中心とした建設コストの高騰は、未だ採算悪化の懸念材料となっております。また建設市場の回復に

伴い、建設コストは更に高騰する可能性もあり、厳しい環境は続くものと思われます。

このような経営環境のもとで、当社は基盤事業である橋梁に代表される公共工事を中心とした「土木事業」と民間

工事を中心とした「建築事業」の２本柱の新設・新築工事はもちろんのこと、橋梁等の社会資本の老朽化への対策と

しての維持・補修分野や防災・減災対策としての人工地盤・津波避難施設等のＰＣ技術の適用範囲を広げ、新しい分

野を開拓することで他社との差別化を図り「我が国トップのＰＣゼネコン」を目指しております。特に受注に関して

は、採算重視の姿勢を守り、「受注管理」「原価管理」「資金・与信管理」「購買管理」の再徹底を行ってまいりま

した。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高215億31百万円（前年同四半期比15.6％増）となりました。

利益につきましては、グル－プ各社とともに省力化、合理化による原価低減、販管費の削減等に取り組んでまいりま

したが、営業損失１億60百万円（前年同四半期は営業損失４億65百万円）、経常損失１億52百万円（前年同四半期は

経常損失４億84百万円）、四半期純損失２億45百万円（前年同四半期は四半期純損失５億62百万円）となりました。

なお、当社グループの主たる事業であります土木建設事業ならびに建築建設事業の売上高は、工事の発注が下半期、

特に第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完

成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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当第１四半期連結累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

区分
前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 比較増減（△）

 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

土木建設事業 8,255 39.9 7,289 42.5 △966 △11.7

建築建設事業 12,067 58.4 9,488 55.3 △2,578 △21.4

製造事業 173 0.8 190 1.1 17 10.1

その他兼業事業 178 0.9 195 1.1 17 9.6

合計 20,674 100.0 17,164 100.0 △3,510 △17.0

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、売上高は102億44百万円（前年同四半期比2.8％増）、セグメント利益は９億96百万円（前年同四

半期比12.3％増）となりました。

建築建設事業は、売上高は92億85百万円（前年同四半期比11.6％増）、セグメント利益は３億４百万円（前年同四

半期比40.1％増）となりました。

製造事業は、売上高は７億60百万円（前年同四半期比3.2％減）、セグメント損失は31百万円（前年同四半期は14百

万円の利益）となりました。

その他兼業事業は、売上高は27億81百万円（前年同四半期比379.6％増）、セグメント利益は１億85百万円（前年同

四半期比151.6％増）となりました。

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益又は損失を記載しております。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、１億29百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,500,000

Ａ種種類株式 7,500,000

計 110,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 43,769,145 45,269,145
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

 単元株式数

100株

Ａ種種類株式 3,044,442 3,044,442非上場・非登録

（注１～５）

単元株式数

100株

計 46,813,587 48,313,587 － －

(注)Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

１）単元株式数 

単元株式数は100株であります。　

２）議決権

Ａ種種類株式は全て議決権を有しております。

３）剰余金の配当 

当社が、各事業年度において、当該事業年度中に属する日を基準日としてＡ種種類株式に剰余金の配当を行う

ときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種種類株式を有する株主またはＡ種種類株

式の登録株式質権者に対し、Ａ種種類株式１株につき、普通株式１株当たりに配当される剰余金に転換倍率

２※を乗じて得られる金額の剰余金の配当を行います。　

４）株主の権利行使による取得の請求

Ａ種種類株式を有する株主は、平成24年８月１日以降、いつでも普通株式の交付を受けるのと引換えにＡ種種

類株式の取得を当社に請求することができます。

当社に対しＡ種種類株式の取得を請求した株主に対しては、当該株主が保有するＡ種種類株式に転換倍率

２※を乗じて得られる数の普通株式が交付されます。

普通株式の算出にあたって、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数の処理の規定

に準じてこれを取り扱うこととします。

５）会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。　
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※転換倍率とは、Ａ種種類株式１株につき400を当社の普通株式の基準時価で除して得られる数に2.30を乗じ

て得られる数（400を当社の普通株式の基準時価で除して得られる数に2.30を乗じて得られる数の計算

は小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）をいうものとします。

ただし、この場合の転換倍率は１を下回らず、２を上回らないものとします。

当社の普通株式の基準時価とは、平成24年７月31日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日を除く。）をいうものとします。

ただし、当社の普通株式が株式会社東京証券取引所において上場廃止された後にＡ種種類株式の発行から

10年を経過する日が到来した場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ10取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日を除く。）をもって、当社の普通株式の基準時価とみなします。

各平均値の計算は円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入することとします。　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日

(注)１

2,372,00046,813,587 － 4,218 － 8,110

(注)１．発行済株式総数の増加はＡ種種類株主による普通株式の取得請求に伴う普通株式の発行によるものであります。

　

２．平成25年７月１日から平成25年８月７日までの間に、Ａ種種類株主による普通株式の取得請求に伴い、発行済株

式総数が1,500,000株増加しております。　

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】
 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

86,200

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元株式　100株　

完全議決権株式（その他）

普通株式

41,271,500

 

412,715

 

同上

Ａ種種類株式

3,044,300

 

30,443

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

単元株式　100株　

単元未満株式

普通株式

39,445
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

１単元(100株）未満の株式　

Ａ種種類株式

142
－

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

１単元(100株）未満の株式　

発行済株式総数 44,441,587 － －

総株主の議決権 － 443,158 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式が2,100株が含まれ

ております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれてお

ります。

②【自己株式等】
 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　

株式会社ピーエス 

三菱

東京都中央区晴海

二丁目５番24号
86,200 － 86,200 0.19

計 － 86,200 － 86,200 0.19

（注）当第１四半期末（平成25年６月30日）の自己株式は、普通株式86,146株（発行済株式総数に対する所有株式数の

割合0.18％）、Ａ種種類株式1,186,000株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.53％）となっておりま

す。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

　２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 11,037 8,428

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 31,702

※2
 27,455

未成工事支出金 2,893 3,969

その他のたな卸資産 1,503 1,871

繰延税金資産 25 2

未収入金 1,806 1,374

その他 422 602

貸倒引当金 △132 △118

流動資産合計 49,258 43,587

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,010 7,020

機械、運搬具及び工具器具備品 10,350 10,405

土地 9,051 9,054

リース資産 388 503

建設仮勘定 23 5

減価償却累計額 △14,565 △14,697

有形固定資産合計 12,259 12,291

無形固定資産 36 36

投資その他の資産

投資有価証券 1,589 1,733

破産更生債権等 2,033 2,041

繰延税金資産 107 94

その他 1,764 1,804

貸倒引当金 △2,034 △2,043

投資その他の資産合計 3,460 3,629

固定資産合計 15,757 15,958

資産合計 65,015 59,545
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 25,902 23,861

短期借入金 7,050 3,853

未払法人税等 390 130

未成工事受入金 4,088 4,605

賞与引当金 91 34

完成工事補償引当金 190 166

工事損失引当金 896 580

その他 2,758 2,586

流動負債合計 41,367 35,819

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 1,523 1,523

退職給付引当金 3,657 3,700

役員退職慰労引当金 251 247

資産除去債務 86 86

その他 264 498

固定負債合計 5,782 6,055

負債合計 47,150 41,874

純資産の部

株主資本

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 4,087 3,722

自己株式 △38 △38

株主資本合計 16,378 16,014

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 175 239

土地再評価差額金 1,560 1,560

為替換算調整勘定 △250 △143

その他の包括利益累計額合計 1,486 1,656

少数株主持分 0 0

純資産合計 17,865 17,670

負債純資産合計 65,015 59,545
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 ※1
 18,624

※1
 21,531

売上原価 17,413 20,030

売上総利益 1,210 1,501

販売費及び一般管理費 1,676 1,661

営業損失（△） △465 △160

営業外収益

受取利息 0 2

受取配当金 6 7

持分法による投資利益 3 －

為替差益 － 19

スクラップ売却益 2 4

貸倒引当金戻入額 9 0

その他 7 14

営業外収益合計 29 47

営業外費用

支払利息 19 20

持分法による投資損失 － 5

為替差損 13 －

支払保証料 13 11

その他 3 2

営業外費用合計 49 39

経常損失（△） △484 △152

特別利益

固定資産売却益 0 6

特別利益合計 0 6

特別損失

固定資産除売却損 4 －

ゴルフ会員権評価損 － 0

投資有価証券評価損 － 0

特別損失合計 4 0

税金等調整前四半期純損失（△） △489 △146

法人税、住民税及び事業税 64 70

法人税等調整額 9 28

法人税等合計 73 99

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △562 △245

少数株主利益 0 0

四半期純損失（△） △562 △245
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △562 △245

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △8 63

為替換算調整勘定 15 38

持分法適用会社に対する持分相当額 1 68

その他の包括利益合計 8 170

四半期包括利益 △553 △75

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △553 △75

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

  (1) 次の関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

三菱マテリアル㈱ 815百万円 三菱マテリアル㈱ 808百万円

 

  (2) 次の取引先の手付金に対し保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

㈱グランイーグル 10百万円 ㈱グランイーグル 34百万円

　　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 113百万円 209百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

※１　当社グループの土木建設事業ならびに建築建設事業においては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費 108百万円 121百万円

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式  81 百万円   2.5 円  平成24年３月31日 平成24年６月28日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会

普通株式  103 百万円   2.5 円  平成25年３月31日 平成25年６月27日利益剰余金

Ａ種種類株式  15 百万円   5.0 円  平成25年３月31日 平成25年６月27日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   9,9498,324　 173　 178　 18,624　 －　 18,624　
セグメント間の内部売
上高又は振替高

19　 －　 611　 401　 1,033　 △1,033　 －　

計 9,969　 8,324　 784　 580　 19,658　 △1,033　 18,624　

セグメント利益

（売上総利益）　
887　 217　 14　 73　 1,193　 17　 1,210　

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,193

調整額（セグメント間取引消去） 17

販売費及び一般管理費 △1,676

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △465

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。 
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   10,2169,252　 190　 1,872　 21,531　 －　 21,531　
セグメント間の内部売
上高又は振替高

27　 33　 569　 908　 1,539　 △1,539　 －　

計 10,244　 9,285　 760　 2,781　 23,070　 △1,539　 21,531　

セグメント利益又は損失

（△）（売上総利益）　
996　 304　 △31　 185　 1,454　 46　 1,501　

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,454

調整額（セグメント間取引消去） 46

販売費及び一般管理費 △1,661

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △160

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △17円36銭 △５円19銭

普通株式以外の株式に係る１株当たり四半期純

損失金額（△）　
    －　 △10円38銭　

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △562 △245

普通株主に帰属しない金額（百万円） － △26

（うちＡ種種類株式） (－)　 (△26)

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（百万

円）
△562 △218

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,400 42,201

Ａ種種類株式の期中平均株式数（千株） － 2,599

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在しますが、四半期純損失が計上されて

いるため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

２【その他】

(1）決算日後の状況

特記事項はありません。

(2）重要な訴訟等

特記事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月７日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿島　高弘　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス

三菱の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から

平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。　　　　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任　　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上
　

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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